
「倉敷市屋外広告物条例の改正（案）について」の 

パブリックコメント集約結果 

 

「倉敷市屋外広告物条例の改正（案）について」について，「倉敷市パブリックコメント手

続要綱（平成２１年１２月８日告示第６８３号）」に基づき市民の皆様から広く意見を募集し

ましたが，その結果は次のとおりです。 

記 

１ 意見等の件数 

 ０人 ０件 

２ 意見を募集した案件 

意見募集時の公開資料については，次ページ以降をご覧ください。 

３ 今後の予定 

倉敷市屋外広告物条例等の改正後，公布及び施行します。 

４ 参考 

意見募集期間 令和２年１０月１日（木）～１０月２６日（月） 

 

 

 

 

 

（担当課） 

倉敷市建設局都市計画部 

都市計画課都市景観室 

  

 



倉敷市屋外広告物条例の改正（案）（骨子） 

 

１ 条例改正の目的 

平成２７年２月に札幌市内において、ビル壁面の屋外広告物の一部が落下し、歩行者の頭

部に当たる重大な事故が発生するなど、屋外広告物の適切な安全管理が全国的な課題となっ

ています。 

このため、国は平成２８年４月に「屋外広告物条例ガイドライン」を改正、平成２９年７

月に「屋外広告物の安全点検に関する指針(案)」を作成し、自治体へ実効性のある点検の実

施と、危険な屋外広告物に適切な措置を講ずるよう、所有者等に指導することを通知してい

ます。 

これらの状況を踏まえ、屋外広告物の一層の安全管理・点検義務の履行を徹底し、公衆に

対する危害を防止するため、屋外広告物の有資格者による点検を義務化する「倉敷市屋外広

告物条例及び同施行規則」の一部改正を予定しています。 

なお、この度の条例等の改正は県内統一の基準により施行するものです。 

 

２ 条例改正の概要 

（１）屋外広告物の安全性に関する管理義務及び点検義務の明確化 

屋外広告物の管理義務または点検義務の対象者として、これまでの、表示者、設置者、

管理者に、「所有者」または「占有者」を追加します。 

（２）有資格者による安全点検を義務化 

一定の高さを超える屋外広告物については、屋外広告士などの専門知識を有する者の安

全点検が必要であるため、屋外広告士等による有資格者点検が必要となる屋外広告物を定

め、安全点検を義務化します。 

（３）許可期間の見直し 

新設の屋外広告物または、有資格者点検により安全性が確認された屋外広告物について

は、許可期間を延長することとします。 
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屋外広告物の管理義務(※1)や点検義務(※2)の対象者として、これまでの、表示者、設置者、管理者に、 

「所有者」及び「占有者」を追加します。 

※1 管理義務・・・屋外広告物を良好な状態に保持するため日常的な修理や管理を行う義務 

※2 点検義務・・・屋外広告物の劣化や損傷の状況を定期的に点検し、市長へ報告する義務 

 平成２７年２月に札幌市内において、ビル壁面の屋外広告物の一部が落下し、歩行者の頭部に当たる重

大な事故が発生するなど、屋外広告物の適切な安全管理が全国的な課題となっています。 

このため、国は平成２８年４月に「屋外広告物条例ガイドライン」を改正、平成２９年７月に「屋外広

告物の安全点検に関する指針(案)」を作成し、自治体へ実効性のある点検の実施と、危険な屋外広告物に

適切な措置を講ずるよう、所有者等に指導することを通知しています。 

これらの状況を踏まえ、屋外広告物の安全管理・点検義務の履行を徹底し、公衆に対する危害を防止す

るため、屋外広告物の有資格者による点検を義務化する「倉敷市屋外広告物条例及び同施行規則」の一部

改正を予定しています。なお、この度の条例等の改正は県内統一の基準により施行するものです。 

屋外広告物の有資格者点検等について（案） 

２ 有資格者による安全点検 

１ 屋外広告物の管理義務と点検義務 

表示者、設置者、管理者が点検・報告 表示者、設置者、管理者、所有者、占有者が点検・報告  

新 旧 

広告物の上端が地上から４ｍを超える 

全ての屋外広告物について、有資格者に 

よる点検を義務化します。 

※ただし、安全上支障がないものを除く。 

（外壁に直接塗装・はり紙等） 

全ての屋外広告物について点検資格は不要 

旧 

新 

KURASHIKI 

 

４ｍ 

有資格者による点検対象 

※特定建築物・・・建築基準法第 12 条で、安全上、防火上又は衛生上、特に重要であると定めるもの 

例）一定規模以上の、病院・映画館・展示場・百貨店・ホテル・共同住宅・事務所など 

有資格者として定める資格 新 

① 屋外広告士 

② 屋外広告物点検技能講習修了者 

③ 建築士（１・２級） 

④ 特定建築物調査員 

⑤ １級建築施工管理技士 

⑥ １級電気工事施工管理技士 

⑦ 電気主任技術者（１～３種） 

屋外広告物条例ガイドラインによる点検資格 

建築基準法による特定建築物(※)の点検資格 

屋外広告士と同等以上の知識を有する者 

(ただし、自治体が開催する屋外広告物講習会の修了者に限る) 

有資格者点検が必要となる屋外広告物 
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１年 １年 １年 １年 １年 １年 １年 １年 

有資格者点検は「３年」 有資格者点検は「３年」 １年 

施行日 

高さ４ｍ以下のもの 

３ 屋外広告物の「許可期間」と「点検報告」 

現在の許可制度 

現在の許可期間は、高さに関係なく、「1 年」です。更新申請時に「自己点検結果報告書」が必要です。 

旧 

新しく設置する屋外広告物や、有資格者点検により、安全性が確認された屋外広告物 については、

許可期間を「１年」から「３年」に延長します 

【凡例】 ：自己点検   ：有資格者点検 

１年 １年 １年 １年 １年 １年 １年 
新設の場合 
更新の場合 

新設するものは「３年」 有資格者点検は「３年」 

新設から 3 年後の更新申請時には、「有資格者点検結果報告書」が必要です。 

新 

高さ４ｍを超えるもの 

新設の場合 

更新の場合 

条例改正の施行日以降の更新申請時には、「有資格者点検結果報告書」が必要です。 

ただし、経過措置期間として「令和５年９月３０日まで」は、従来どおりの 

自己点検により、更新申請（許可期間１年）を行うことも可能です。 

 

１年 １年 １年 新設するものは「３年」 １年 新設の場合 

新設から３年後の更新申請時には「自己点検結果報告書」が必要です。 

更新の場合 

現在の許可制度と同様に、更新申請時には「自己点検結果報告書」が必要です。 

 

ただし、有資格者点検の義務はありませんが、自主的に有資格者点検を行うことで、

許可期間を「３年」にすることができます。(新設申請・更新申請共通) 
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４ 有資格者による点検内容 

「有資格者点検」と「自己点検」のどちらも、更新申請日より前の「３ヵ月以内」に点検を実施した 

「点検結果報告書」を更新申請に添付する必要があります。 

 「自己点検」と「資格者点検」のどちらも、 

５ 点検の実施期間 

６ 新制度（条例改正）の施行時期 

 

有資格者点検による「１７項目」 

・基礎部・上部構造(1.傾斜・ぐらつき、2.クラック、3.錆等） 

・支持部（鉄骨接合部(4.腐食・変形・隙間、5.欠落・ゆるみ等） 

・取付部（6.アンカーボルトの腐食、7.溶接部の劣化、8.異常等） 

・広告板（9・10.表示面等の腐食、11.水抜き孔の詰まり等） 

・照明装置（12.不点灯、13.取付部の破損・変形、14.機器の劣化等） 

・その他（15・16.付属部材等の腐食・破損、17.その他） 

新  

自己点検による「６項目」 

1．取付け（支持）部分の変形又は腐食 

2．主要部材の変形又は腐食 

3．ボルト、ビス等のさび 

4．表示面の汚染、変色又は剥離 

5．表示面の破損 

6．その他特に点検した箇所 

参考 

令和３年 ４月１日 施行予定（「新設申請」の受付開始） 

 

 

令和３年 ７月１日（有資格者点検の実施開始） 

 

 

令和３年１０月１日（有資格者点検が必要となる「更新申請」の受付開始） 

 

 

 

令和５年１０月１日 完全施行予定 

（経過措置期間が終了、高さ４ｍを超えるものは有資格者点検が完全義務化） 

 

 

３ケ月 有資格者による点検の周知 

許可期間「１・３年」 許可期間 

許可満了日 更新申請日 

点検期間 
３ヵ月 

10日前までに提出 点検実施日 

７ 許可申請手数料 

新制度による「新設申請」及び「更新申請」の手数料改定は、ありません。（現行のまま） 

令和３年２月定例市議会の議決後、告示予定 

経過措置期間：２年 

（この期間は自己点検により、「更新申請（許可期間１年）」を行うことも可能） 

２年 

３ケ月 


